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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月

売上高 (千円) 19,523,706 15,833,927 14,663,937 15,343,370 16,602,101

経常利益又は経常損失（△） (千円) △175,717 111,784 239,888 157,686 △42,650

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) △162,339 273,833 240,367 145,789 △44,424

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － － －

資本金 (千円) 819,150 819,150 819,150 819,150 819,150

発行済株式総数 (株) 16,383 16,383 16,383 16,383 16,383

純資産額 (千円) 760,157 1,034,623 1,279,102 1,426,422 1,382,455

総資産額 (千円) 4,915,873 4,677,451 4,707,732 4,804,351 5,142,656

１株当たり純資産額 (円) 46,399.16 63,152.23 78,094.03 87,131.07 84,476.35

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又は当期

純損失金額(△)
(円) △9,909.01 16,714.52 14,965.52 9,060.20 △2,714.10

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 15.5 22.1 27.2 29.7 26.9

自己資本利益率 (％) △19.4 30.5 20.8 10.8 △3.2

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △153,164 396,925 502,998 △247,828 △257,939

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △31,030 191,616 △25,875 △42,374 △65,100

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △114,464 △424,015 △272,077 103,924 307,658

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 416,506 581,032 786,078 599,800 584,419

従業員数

(ほか、平均臨時雇用者数)
(名)

76

(18)

73

(18)

71

(18)

70

(17)

71

(17)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　４．株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和２６年　３月１５日 大阪市西区に大阪第一食糧事業協同組合設立。

出資者5,000名、出資金１億6,000万円。

昭和３８年　６月 「タワラ」の組合章が誕生。

昭和４３年　５月 大阪市平野区に加美精米工場を新設。

昭和４５年　４月 出資金3億3,285万円に増資。

昭和４５年　６月 大阪府茨木市に茨木精米工場を新設。

昭和４５年１２月 大阪府泉佐野市に泉佐野精米工場を新設。

昭和５０年　４月 出資金6億6,570万円に増資。

昭和５７年　３月 出資金9億9,856万円に増資。

昭和６１年　３月 大阪府内に7支店を開設。

平成　７年１１月 主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行。

平成　８年　４月 組織改革に伴い、7支店3出張所を4支店に、また3工場を2工場に統合。

平成１０年１０月 本店所在地を大阪市西区から大阪府八尾市に移転。

平成１２年　７月 株式会社大阪第一食糧（資本金8億1,915万円）として組織変更。

平成１３年　９月 関連会社株式会社和穀（資本金1,000万円）を大阪府南河内郡美原町（現：

堺市美原区）に設立して出資。

平成１５年　６月 本店所在地を大阪府八尾市から大阪市浪速区に移転。
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３【事業の内容】
　　当社グループは当社と関連会社１社で構成され、米穀の卸売及び加工業務を主とし、それに関連する食

料品、飲料品、家庭用品、燃料を含めた卸売事業を営んでおります。なお、当社では米穀事業の単一セグ

メントであります。

　　なお、関連会社㈱和穀は、当社の商品事業部門を営業譲渡し設立しました。当社の事業組織は次のとお

りであります。

米穀事業セグメント

①小売店関係

　　大阪府下の米穀店向けの玄米、精米製品の卸業務を主軸に営業活動を展開しております。また、地域に

密着した情報収集から、それぞれのお店に合わせた販売促進計画の立案も実践しております。

②スーパー、百貨店等関係

　　これまでの米穀卸売の実績を基に、スーパー、百貨店、生協、ＣＶＳ（コンビニ）など、チェーン展開

を進める大型、多店舗の小売店向けに、ＰＢ（プライベートブランド）の精米製品を開発・供給しており

ます。また、外食産業や各種給食事業など、炊飯加工向けの業務用米穀販売にも積極的に取り組んでおり

ます。

　　事業の系統図は次のとおりであります。

仕入先

全農

全米販

伊藤忠食糧他

――――〉 当社 ――――〉

販売先

米穀店

スーパー

百貨店

外食産業他
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４【関係会社の状況】
　　その他の関係会社である伊藤忠食糧㈱の状況については、「第５経理の状況１財務諸表等（１）財務諸

表注記事項（関連当事者情報）」に記載しているため、記載を省略しております。

　　また、関連会社は１社ありますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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５【従業員の状況】
（１）提出会社の状況

平成26年3月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

71

（17）
44.2 15.4 4,411

セグメントの名称 従業員数（名）

米穀事業
71

（17）

合計
71

（17）

（注）１．従業員数は就業人員（派遣社員含む）であります。

　　　２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（1日8時間換算）であります。

　　　３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

（２）労働組合の状況

　　当社の労働組合は大阪第一食糧労働組合と称し、ＵＩゼンセン同盟に加盟しており、平成26年3月31日現

在における組合員数は49名であります。

　　なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
１【業績等の概要】
（１）業績

　　　当事業年度のわが国経済は、安倍政権下での積極的な経済政策により、円安・株高の影響を受け緩や

かではありますが、景気持ち直しの兆候が見られました。設備投資は企業収益が増加することにより活

発化し、雇用・所得環境についても改善され、個人消費は底堅く推移することになり、年度末には消費

税引き上げ前の駆け込み需要も見られました。

　　　米穀業界におきましては、前年に引き続き、24年産米の米価が高騰を続けた為需要量が大幅に減少

し、特に中，外食事業者の求める価格帯の米が不足し、需給のミスマッチが顕在化してきました。この

為米穀販売事業者は、24年産米を大量に抱え込むことになったことから25年産米の仕入が進まず、一転

して米価が、10％以上値下がりし、24年産米において大きな在庫差損を出す結果となりました。25年産

米においては、需給調整を実施することが決まっているとはいえ、引き続き需給・米価の動向が懸念さ

れているところであります。

　　　このような状況下、当社の課題である「お客様の信頼の確保」につきましては、量的拡大と質的向上

との相乗効果の追求を目標として営業活動を行い、人材育成につきましては、「チェンジ・トライ・

チャレンジのキーワードで自己革新」をモットーに新たに外部社員研修の導入を行い社員の能力・意欲

の向上を図り、経営管理体制の強化の一環につきましては、徹底したコミュニケーションを中核とした

情報共有及び部門間連携の構築を目指しました。

　　　さらに、多様化する顧客のニーズに応えるべく組織改編を実施し、仕入ルートの開拓や販売体制の強

化、情報の共有や伝達のスピードアップによるサービスの向上を図りました。また、安全・安心な製品

の提供と「タワラ印」ブランドの価値向上に向けて、効率的な作業による製造コストの削減、営業・管

理体制の見直しや全てに関わる経費削減を行い、全社一丸となって能率的・効率的な運営に努めまし

た。

　　　また、筆頭株主である伊藤忠食糧株式会社から当社との関係強化を図ることを目的に、株式の公開買

付けの申し入れがなされ、同社との資本提携を更に一歩進めていくことは、業務提携関係を一段と進化

させ当社の永続的な発展に寄与するものと判断し、本公開買付けに賛同の意見を表明すると共に、本公

開買付けに応募するか否かについては株主の皆様のご判断を委ねることといたしました。

　　　この公開買付けの結果、同社は当社株式8,014株（議決権割合49.00％）を保有する株主となりまし

た。

　　　その結果、単一セグメントである米穀事業の販売実績が101万俵と増加し、売上高は16,602,101千円

となり前年同期と比べ1,258,730千円（8.2％増）の増収となりました。採算性にも配慮した営業活動を

展開し、経費の節減に努めましたが、期末保有在庫のうち24年産米につき多額の評価損失を計上したこ

とにより、経常損失42,650千円（前年は経常利益157,686千円）、当期純損失44,424千円（前年は当期純

利益145,789千円）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

　　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純損失42,650千円

（前年同期は税引前当期純利益157,686千円）、売上債権の増加及びたな卸資産の増加などによる資金の減

少、短期借入金の純増、長期借入金の純増及び仕入債務の増加などによる資金の増加はありましたが、資

金は15,381千円減少（前年同期は186,278千円減少）し、当事業年度末には584,419千円となりました。

　　また当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当事業年度における営業活動の結果、資金は257,939千円の減少（前年同期は247,828千円の減少）とな

りました。

　　これは主に、税引前当期純損失42,650千円、売上債権の増加197,112千円及びたな卸資産の増加165,624

千円による資金の減少のためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当事業年度における投資活動の結果、資金は65,100千円の減少（前年同期は42,374千円の減少）となり

ました。

　　これは主に、有形固定資産の取得による支出57,366千円及び差入保証金の差入による支出4,445千円によ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
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　　当事業年度における財務活動の結果、資金は307,658千円の増加（前年同期は103,924千円の増加）とな

りました。

　　これは、主に短期借入金の純増200,000千円及び長期借入金の純増120,942千円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】
（１）仕入実績

　　　当社は、米穀事業のみを営んでおり、当事業年度の仕入実績を示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入実績（千円） 前年同期比（％）

米穀事業 15,901,646 107.8

（注）上記の金額については、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況

　　　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

（３）販売実績

　　　当社は、米穀事業のみを営んでおり、当事業年度の販売実績を示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売実績（千円） 前年同期比（％）

米穀事業 16,602,101 108.2

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合　　　

相手先
前事業年度 当事業年度

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

伊藤忠食糧㈱ 4,796,336 31.3 7,587,671 45.7

　　　２．上記の金額については、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】
　　　今後の見通しにつきましては、人口の減少や少子高齢化、ライフスタイルの変化等、社会の変化に伴

う消費動向、消費税率引き上げによる影響やＴＰＰへの対応が注視されております。

　　　米穀業界におきましては24年産米の大量の持越し在庫と25年産米の過剰生産による供給過剰により、

価格下落傾向がますます鮮明になってくるものと考えられます。

　　　そのため在庫の持越しを最小限に留めるよう努力するとともに、26年産米の取組みを産地選定も含め

て慎重に進めていくことが必要であると考えております。

　　　当社としては、これらの厳しい環境の中、コンプライアンスの更なる徹底を図り、食の安全・安心の

追求をしてまいります。また、原料・製造・輸送コストを圧縮しながら、採算性の高い・品質価値のあ

る商品を市場に送り出し、利益確保に邁進いたします。具体的には次のような方策を実施してまいりま

す。

　　　①中期経営計画の着実な実践

　　　　１年目　販売計画の着実な達成と業務提携によるシナジー効果の創出により、増収増益を図る。

　　　　２年目　更なる事業拡大と資本の充実を図り、経営基盤を確固たるものとする。

　　　　３年目　売上高200億円、経常利益率1％達成への移行年度とし、更なる発展を目指し新たな事業展

開を設計・構築する。

　　　　１年目の実績といたしましては、業務提携によるシナジー効果の創出により増収となりましたが、

24年産米の在庫につき多額の評価損を計上したことにより、減益となりました。

　　　②社員のスキルアップと意欲の向上

　　　　教育基本体系を構築し、乏しい教育費用を有効に活用して行く観点から、順次ピンポイントで教

育・訓練を行ってまいります。

　　　③リスクマネジメント体制の推進

　　　　リスクを想定の範囲内にて把握し、発生予防、発生した時の対処など企業に経済的損失を発生させ

ない体制の構築であり、優先順位ごとの対象事案をターゲットとして管理、実践してまいります。

　　　④お客様の信頼の確保

　　　　選りすぐりの産地・ＪＡから信頼感に基づく仕入玄米を搗精し、値ごろ感のある価格設定とお客様

のニーズに即した事業体制を構築し、これからも、いつまでも、数あるお米の中からタワラ印ブラ

ンドを選んで頂けるように、当社事業に携わる全てのメンバーのシンボルとして築き上げて参りた

いと考えております。

　　　これらの方策は、一定の成果をあげているものや、より深耕させるべきものもありますが、引き続き

その達成に向けて積極的に推進していく所存であります。
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４【事業等のリスク】
　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　１．会社がとっている特異な経営方針に係るもの

　　　該当事項はありません。

　２．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動に係るもの

　（１）米穀の売買価格については、米の作況や受給バランスによって大きく変動した場合、損失が発生す

る可能性があります。

　　　　当社といたしましては、産地経済連、農協、生産法人と連携し適切な仕入を行っておりますが、国

内の天候、災害などの影響を受ける作況動向、政府の備蓄に係わる方針及び数量、社会全体の景気に

影響される消費動向、販売対策金の廃止などにより仕入・販売価格が変動し、当社の経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

　（２）当社は、必要資金を主として金融機関からの借入れにより調達しており、借入金総額2,928,515千円

が総資産に占める割合は56.9％となっております。当社は今後借入金の削減による財務体質の強化に

努める方針でありますが、急速かつ大幅な金利変動があれば、支払利息の増加により、当社の経営成

績に影響を及ぼす可能性があります｡

　３．特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度に係るもの

　　　　当社の売上構成20.9％を占める小売店との関係について、規制緩和による市場競争の激化、販売先

の廃業等により取扱高が年々減少しており、当社が期待するほどの収益を確保することができず、経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　　　当社といたしましては、強力な産地との連携をいかに販売店営業に活用させられるかが、今後の課

題となっております。お互いの情報交換の中で、販売店の特色を活かす商品の提供や販売店が求める

お米を供給する体制を確立することと考えております。

　４．特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの高い依存度に係るもの

　　　該当事項はありません。

　５．特有の取引慣行に基づく取引に関する損害に係るもの

　　　該当事項はありません。

　６．新製品及び新技術に係る長い企業化及び商品化期間に係るもの

　　　該当事項はありません。

　７．特有の法的規制等に係るもの

　　　「米政策改革大綱」が推進されるなかで、平成16年4月には食糧法が改正され、流通制度の改革が具体

的に進展しております。自由化が促進され、流通形態や価格形成のあり方が大きく変化していくものと

思われます。

　　　これにより、他業種からの新規参入や大手販売業者の産地との直接取引などにより、販売に影響を及

ぼす可能性があり、卸売業者の存在意義が問われる状況となってまいります。

　　　当社といたしましては、従来から有力産地との協力関係を構築し、仕入ルートの確保や提携先との共

同仕入などの対策を行っており、これらをさらに推し進めてまいります。

　８．重要な訴訟事件等の発生に係るもの

　　　該当事項はありません。

　９．役員、従業員、大株主、関係会社等に係る重要事項に係るもの

　（１）当社の銀行借入に対して、公益社団法人米穀安定供給確保支援機構、大阪府中小企業信用保証協会

及び大阪市信用保証協会に債務保証を委託しており、当該債務保証委託契約については、当社代表取

締役社長市丸勝一が連帯保証を行っております。
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　（２）当社の発行済株式総数の48.92％を所有する伊藤忠食糧㈱グループとの間の取引価格及び取引条件は

他の販売先と同一であります。

　10．会社と役員又は議決権の過半数を実質的に有している株主との間の重要な取引関係等に係るもの

　　　該当事項はありません。
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５【経営上の重要な契約等】
　　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】
　　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　(1)経営成績

　　　当事業年度における米穀の販売実績が101万俵となり前年同期と比べ9万俵増加しており、主な要因は

伊藤忠食糧㈱とのシナジー効果による販売増はあったものの、24年産米の価格が高騰を続けたことによ

る玄米販売減、小売店での取扱量自体の自然減もあります。数量は増加しましたが、逆に販売単価は若

干減少し売上高は16,602,101千円となり前年同期と比べ1,258,730千円（8.2％増）の増収となりまし

た。採算性にも配慮した営業活動を展開し、経費の節減に努めましたが、期末保有在庫のうち24年産米

につき多額の評価損失を計上したことにより、経常損失42,650千円（前年は経常利益157,686千円）、当

期純損失44,424千円（前年は当期純利益145,789千円）となりました。

　(2)財政状態

　　　当事業年度の資産合計は5,142,656千円であり、前事業年度末と比べ338,304千円増加しております。

　　　流動資産は321,461千円増加の2,894,364千円であります。主な要因は現金及び預金15,379千円の減

少、売掛金196,957千円の増加、たな卸資産165,624千円の増加、未収入金34,880千円の減少でありま

す。

　　　固定資産は16,842千円増加の2,248,292千円であります。

　　　有形固定資産は8,516千円増加の1,194,992千円であります。主な要因は泉佐野工場の玄米タンク取得

及び製品ライン取得等による57,366千円の増加、減価償却費による48,826千円の減少であります。

　　　無形固定資産は79千円増加の9,370千円であります。給与システム取得による400千円の増加、減価償

却費による320千円の減少であります。

　　　投資その他の資産は8,246千円増加の1,043,930千円であります。主な要因は投資有価証券4,782千円の

増加、差入保証金4,445千円の増加であります。

　　　負債合計は3,760,201千円であり前事業年度末と比べ382,272千円増加しております。

　　　流動負債は305,951千円増加の2,943,472千円であります。主な要因は買掛金71,119千円の増加、短期

借入金200,000千円の増加、1年内返済予定長期借入金24,490千円の増加、未払金29,361千円の増加、未

払法人税等12,499千円の減少であります。

　　　固定負債は76,320千円増加の816,729千円であります。主な要因は長期借入金96,452千円の増加、リー

ス債務10,335千円の減少、退職給付引当金12,438千円の減少であります。

　　　純資産合計は43,967千円減少の1,382,455千円であります。主な要因は44,424千円の当期純損失、その

他有価証券評価差額金757千円の増加となり、自己資本比率は26.9％（前年同期比2.8ポイント低下）と

なりました。

　(3)キャッシュ・フローの状況の分析

　　「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】
１【設備投資等の概要】
　　　特記すべき事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社大阪第一食糧(E02936)

有価証券報告書

16/60



２【主要な設備の状況】
　　当社は、国内に１ケ所の工場を有しております。

　　また国内に営業部、倉庫を有している他、品質管理部及び灯油センターを設けております。

　　主要な設備は以下のとおりであります。

平成26年3月31日現在

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（千円） 従業

員数

(名)

建物及び

構築物
機械装置

工具器具

備品

土地

(面積㎡)

リース

資産
合計

本店

(大阪市浪速区)
米穀事業 統括業務設備 67,569 321 1,618

681,606

(1,096.38)
― 751,115 42

泉佐野精米工場

(大阪府泉佐野市)
米穀事業 米穀精米設備 76,555 108,493 779

102,641

(11,579.37)
38,635 327,106 25

品質管理部

(大阪府泉佐野市)
米穀事業 品質管理設備 16,870 261 421

8,775

(990.00)
― 26,329 4

灯油センター

(大阪市天王寺区)
米穀事業 販売設備 ― ― ―

6,714

(43.83)
― 6,714 ―

堺南倉庫

(堺市美原区)ほか
米穀事業 倉庫設備他

14,062

[6,689]
― 23

69,639

(1,048.00)
― 83,726 ―

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．[　]は関連会社㈱和穀に貸与しており、内数であります（床面積306.66㎡）。

　　　３．主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称
セグメントの名

称
数量

賃借期間

（年）

年間賃借料

（千円）

リース契約残高

（千円）
備考

精米設備 米穀事業 一式 10 31,447 23,935
所有権移転外ファイ

ナンス・リース

車輌運搬具 米穀事業 28台 1～6 10,139 47,199 同上
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３【設備の新設、除却等の計画】

　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】
１【株式等の状況】
（１）【株式の総数等】

　　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,500

計 65,500

　　②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成26年3月31日現在)

提出日現在発行数(株)

(平成26年6月26日現在)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 16,383 16,383
非上場

非登録
(注)1.2

計 16,383 16,383 ― ―

（注）１．単元株式は１株であります。

２．株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

　　　　　当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第1項第1号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定めて

おり、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第9条において定めております。

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債等の行使状況等】

　　　　記載事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金

増減額

(千円)

資本金

残高

（千円）

資本準備金

増減額

（千円）

資本準備金

残高

（千円）

摘要

平成12年7月25日 16,383 16,383 819,150 819,150 ― ―

設立時出資

発行価格　　50,000円

資本組入額　50,000円

（６）【所有者別状況】

平成26年3月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数１株）
単元未満株式

の状況（株）
政府及び地方

公共団体
金融機関

金融商品取

引業者
その他の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 169 ― ― 1,006 1,175 ―

所有株式数(単元) ― ― ― 10,625 ― ― 5,758 16,383 ―

所有株式数の割合(％) ― ― ― 64.85 ― ― 35.15 100.00 ―

（注）自己株式18株は、「個人その他」に18単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

平成26年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式総数に対する所有

株式数の割合(％)

伊藤忠食糧株式会社 東京都港区南青山1-1-1 8,014 48.92

テーブルマーク株式会社 東京都中央区築地6-4-10 820 5.01

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町1-3-1 250 1.53

大阪第一食糧役員持株会 大阪市浪速区桜川3-7-12 166 1.01

天満食糧株式会社 大阪市北区堂島3-2-3 57 0.35

辻井　敏雄 大阪府東大阪市 48 0.29

横山　利彦 大阪府門真市 45 0.27

石橋　文一 大阪府泉北郡 43 0.26

株式会社　セイーデ 大阪市西成区萩之茶屋3-9-21 42 0.26

須田　美津子 大阪市西区 40 0.24

水野　義一 大阪府東大阪市 40 0.24

松下　マスエ 大阪府泉南郡 40 0.24

計 ― 9,605 58.63

（８）【議決権の状況】

　　①【発行済株式】

平成26年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式　　　18
―

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

(相互保有株式)

普通株式　　　10
― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式　16,355 16,355 同上

単元未満株式 ― ―

発行済株式総数 16,383 ― ―

総株主の議決権 ― 16,355 ―

　　②【自己株式等】

平成26年3月31日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

(自己保有株式)

株式会社　大阪第

一食糧

大阪市浪速区桜川

3-7-12
18 ― 18 0.11

(相互保有株式)

株式会社　和穀

堺市美原区

今井47-1
10 ― 10 0.06

計 ― 28 ― 28 0.17

EDINET提出書類

株式会社大阪第一食糧(E02936)

有価証券報告書

20/60



（９）【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

（10）【従業員株式所有制度の内容】

　１．従業員株式所有制度の概要

　　　　当社は、役員持株会制度と従業員持株会制度を組織しております。

　　　　役員持株会は、当社の取締役及び監査役を対象として、自社株式の所有を通じ経営責任を高

め、当社の経営環境の変化に対応できる資本政策の推進母体として資することを目的に民法上の

組合として組織され、入会者が任意に拠出等を行い、自社株式を所有する制度であります。

　　　　従業員持株会は、当社の従業員を対象として、自社株式の所有を通じ財産形成に資することを

目的に民法上の組合として組織され、入会者が、任意、あるいは月例給与支給時又は賞与支給時

に拠出を行い、自社株式を所有する制度であります。

　　　

　２．従業員等持株会に取得させる予定の株式の総数

　　　　役員持株会及び従業員持株会に取得させる予定の株式の総数は定めておりません。

　３．当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　　　　役員持株会は、当社の取締役及び監査役のうち同会に加入した者を対象としており、従業員持

株会は、一定の要件を満たした当社の従業員のうち同会に加入した者を対象としております。
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２【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】　会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 6 300,000

当期間における取得自己株式 － －

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式 18 － 18 －
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３【配当政策】
　　当社は、剰余金の配当については、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保し

つつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余

金の配当の決定機関は、取締役会であります。

　　当事業年度の配当につきましては、採算性にも配慮した営業活動を展開し、経費の節減に努め、全社一

丸となって能率的・効果的な運営に努めましたが、期末保有在庫のうち24年産米につき多額の評価損失を

計上したことにより経常損失となり、誠に遺憾ながら実施できませんでした。

　　今後更に、コンプライアンスの更なる徹底を図り、食の安心・安全の追求をしてまいります。また、原

料・製造・輸送コストを圧縮しながら、採算性の高い・品質価値のある商品を市場に送り出し、利益確保

に邁進いたします。

　　当社は、「会社法第454条第5項に定める剰余金の配当（中間配当）を行うことができる。」旨を定款に

定めております。
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４【株価の推移】
　　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数（株）

代表取締役

社長
市丸　勝一 昭和26年7月25日

昭和51年4月

平成8年5月

平成12年8月

平成14年6月

平成15年6月

平成17年6月

平成20年6月

大阪第一食糧事業協同組合入組

同組合理事長室長

当社業務部仕入担当部長

当社執行役員

当社取締役

当社常務取締役

当社代表取締役社長(現任)

注3 ―

常務取締役 三宅　輝彦 昭和34年12月8日

昭和57年4月

平成17年9月

平成19年7月

平成21年6月

平成25年6月

平成26年6月

大阪第一食糧事業協同組合入組

当社仕入業務部部長

当社執行役員

当社取締役執行役員

当社取締役

当社常務取締役(現任)

注3 ―

常務取締役 越智　孝司 昭和27年7月24日

昭和50年4月

平成11年10月

平成18年3月

平成24年5月

平成24年12月

平成25年6月

平成26年6月

安宅産業㈱（現伊藤忠商事㈱）入社

伊藤忠ライス㈱取締役

コメックス㈱代表取締役

伊藤忠食糧㈱常務執行役員関西支店長

当社顧問

当社取締役

当社常務取締役（現任）

注3 ―

取締役 加藤　恭則 昭和39年9月9日

昭和56年4月

平成19年7月

平成21年6月

平成22年5月

平成24年6月

大阪第一食糧事業協同組合入組

当社経理部長

当社執行役員

㈱和穀社外取締役（現任）

当社取締役執行役員（現任）

注3 ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数（株）

取締役 林　　修一 昭和45年11月25日

平成13年4月

平成18年5月

平成18年9月

平成19年4月

平成20年3月

平成20年6月

平成21年6月

平成23年6月

平成24年1月

平成25年3月

朝日監査法人(現有限責任あずさ監査法

人)入社

公認会計士登録

あずさ監査法人（現有限責任あずさ監

査法人）退社

税理士登録

㈱ﾄｰﾀﾙ・ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ代表取締役

(現任)

モリ工業㈱監査役(現任）

当社取締役(現任)

大阪地下街㈱社外監査役（現任）

林公認会計士事務所所長（現任）

ハンズコンサルティング㈱代表取締役

（現任）

注3 ―

監査役

(常勤)
西田　嘉次 昭和22年10月21日

昭和45年4月

平成8年5月

平成12年7月

平成15年6月

平成20年6月

大阪第一食糧事業協同組合入組

同組合兼務理事営業一部長

当社取締役

当社常務取締役

当社常勤監査役(現任)

注4 ―

監査役 久保　隆 昭和29年11月7日

昭和63年4月

平成11年12月

平成12年7月

天満総合法律事務所入所

大阪弁護士会入会

天満総合法律事務所所長(現任)

当社監査役(現任)

注4 ―

監査役 吉岡　富雄 昭和23年1月10日

昭和42年4月

昭和59年7月

昭和59年8月

平成16年6月

平成20年1月

平成23年9月

橋爪総合会計事務所入所

税理士登録

橋爪総合会計事務所監査部長

当社監査役(現任)

大阪合同会計事務所副所長

吉岡富雄税理士事務所所長（現任）

注4 ―

計 ―

（注）１．取締役林修一は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

　　　２．監査役久保隆及び吉岡富雄は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

　　　３．取締役の任期は、平成26年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年3月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

　　　４．監査役の任期は、平成24年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年3月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題であると認識しており、適正な経営の意思決

定を図り、効率的かつ健全な業務執行を行うべく、経営チェック機能の充実に努めております。

１．会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　(1)社外取締役・社外監査役の選任の状況

　　　当社は、5名の取締役のうち1名が会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。また、監査役の

うち2名が会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

　(2)業務執行・監視の仕組み

　　　当社の取締役は、11名以内とする旨定款に定めております。

　　　当社は、取締役等で構成される経営会議を毎週1回開催しており、経営会議は、業務執行状況の検証を

行い、より透明度の高い経営の実現を目的としております。

　　　取締役会は、取締役5名で構成され、監査役3名も会社法383条に基づき出席し、取締役の監督とともに

適宜、提言・助言を行っております。また、取締役会は、経営会議で承認された案件の業務執行等が、

法令・定款等に違反することなく適切かつ責任をもって遂行されているかを監督しております。

　　　さらに、監査役会が定期的に開催され、監査計画に基づき、厳格に監査活動を行っております。

２．内部統制システムの整備の状況

　　当社の内部統制システムといたしましては、最高業務執行機関である経営会議の下、総務部を中心とし

て内部統制システムの整備に取り組んでおります。また、管理部門における経理部が会計的な面、総務部

が法的な面での内部統制機能の役割を担っております。

３．リスク管理体制の整備の状況

　　当社のリスク管理体制は、コーポレート・ガバナンスの基盤となるコンプライアンス（法令遵守）につ

きまして、平成15年7月にコンプライアンス委員会を設置し、企業理念、行動規範、社会的責任を全うする

ための3原則、危機管理5か条、経営方針、品質方針等について経営トップから各従業員に至るまで、それ

ら行動規範の周知徹底を図っております。

４．役員報酬の内容

　　取締役報酬は、平成12年5月29日の創立総会で決議された8,200千円（月額）を限度額としております。

　　当事業年度において退職慰労金を含む取締役に支払われた報酬の総額は28,320千円（うち社外取締役報

酬1,200千円）であります。

　　監査役報酬は、平成12年5月29日の創立総会で決議された500千円（月額）を限度額としております。

　　当事業年度において監査役に支払われた報酬の総額は4,800千円（うち社外監査役報酬2,400千円）であ

ります。

５．内部監査及び監査役監査の組織

　　内部監査部門としては当社の規模や人員に鑑み独立した部署を設けてはおりませんが、総務部が計数

面、債権管理面について随時必要な内部監査を実施しております。

　　監査役監査については、不祥事の未然防止のための予防監査に重点を置き、法令遵守、内部統制、リス

ク管理などの状況につき監査を実施するとともに、取締役会、その他の重要会議に同席して、経営陣の業

務執行を監督しております。また、社外監査役には弁護士及び税理士の参画を得て、経営トップに対する

独立性を保持しつつ法務面や計数面の専門家として、的確な業務監査を実施しております。当事業年度に

おいては監査役会を12回開催しております。また、社長及び各部門管掌役員並びに会計監査人と適宜意見

交換を行い、取締役会に対し監査役としての意見を表明しております。
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６．社外取締役及び社外監査役との関係

　　当社は社外取締役1名と社外監査役2名を選任しております。社外取締役である林修一及び社外監査役で

ある吉岡富雄は当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。社外監査役

である久保隆は当社の顧問弁護士であります。

　　社外取締役又は社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準又は方針については定めて

おりませんが、社外取締役については、原則として当社と利害関係のない人物を選任することにより、独

立性の高い立場から、取締役会での議案審議等において、適宜必要な発言をすることにより、取締役会に

おける監視・牽制の機能を果たす他、外部の幅広い知見に基づく助言・提言により、取締役会が適切かつ

柔軟な経営判断を下すための機能も果たしております。また、社外監査役に関しましても、独立性に関す

る基準または方針は定めておりませんが、原則として当社と利害関係のない人物を選任することにより、

独立性の高い立場から、保有する専門的見地に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための助言・提言を行う機能を有しております。

７．業務を執行した公認会計士の氏名

　　会計監査については、当社は、公認会計士田中裕、公認会計士田中伸治及び公認会計士松岡宏治と会社

法監査及び金融商品取引法監査について監査契約を締結しております。

　　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士2名及びその他1名であります。

　　なお、個人会計士による監査証明における審査体制としては、第三者である公認会計士へ委託し、監査

意見の審査を受けております。

８．責任限定契約の内容の概要

　　当社と会計監査人は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額としており

ます。

９.取締役、監査役及び会計監査人の選任の決議要件

　　当社は、取締役、監査役及び会計監査人の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議

決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

10.株主総会の特別決議要件

　　当社は、会社法第309条第2項の定めによる決議について、議決権を行使することができる株主の議決権

の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

11.取締役の解任決議要件

　　当社は、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の過半数を有する株主が出席

し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。

12.剰余金の配当等の決議

　　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項については、法令に特段の定めがある場

合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨定款に定めております。また、同事項につい

て、株主総会の決議によっては定めない旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行する

ことを目的とするものであります。

13．取締役及び監査役の責任免除

　　当社は、会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第1項の取締役（取締

役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除する

ことができる旨、定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能

力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

EDINET提出書類

株式会社大阪第一食糧(E02936)

有価証券報告書

28/60



（２）【監査報酬の内容等】

　　①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　　　前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく

報酬（千円）

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく

報酬（千円）

7,100 ― 7,100 ―

　　②【その他重要な報酬の内容】

　　　　該当事項はありません。

　　③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　　　　該当事項はありません。

　　④【監査報酬の決定方針】

　　　　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、取締役会において、監査公認会計士等か

ら提示された監査報酬の見積額について、監査日数・当社の規模・業務の特性等の要素を勘案し、年

度毎に交渉の上、決定することとしております。なお、監査公認会計士等の独立性を損なうことのな

いよう、監査役会の意見も聴取しており、監査役会の同意を得ております。
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第５【経理の状況】
１　財務諸表の作成方法について

　　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59

号）」（以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、当事業年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報について

は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年9月21

日内閣府令第61号）附則第2条第2項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、事業年度（平成25年4月1日から平成26年3月

31日まで）の財務諸表について、公認会計士田中裕、公認会計士田中伸治及び公認会計士松岡宏治により

監査を受けております。

３　連結財務諸表について

　　当社には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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1【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

　①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 608,857 593,478

売掛金 925,265 1,122,223

たな卸資産 ※1 893,116 ※1 1,058,741

前払費用 11,002 11,859

未収入金 207,173 172,293

その他 18,485 7,768

貸倒引当金 △91,000 △72,000

流動資産合計 2,572,902 2,894,364

固定資産

有形固定資産

建物 ※2 818,205 ※2 818,653

減価償却累計額 △634,054 △645,829

建物（純額） 184,150 172,824

構築物 47,373 47,373

減価償却累計額 △44,962 △45,139

構築物（純額） 2,410 2,233

機械及び装置 1,161,698 1,217,180

減価償却累計額 △1,085,133 △1,108,103

機械及び装置（純額） 76,565 109,076

工具、器具及び備品 60,951 61,788

減価償却累計額 △57,573 △58,944

工具、器具及び備品（純額） 3,377 2,843

土地 ※2 869,377 ※2 869,377

リース資産 80,010 80,010

減価償却累計額 △29,416 △41,374

リース資産（純額） 50,593 38,635

有形固定資産合計 1,186,475 1,194,992

無形固定資産

電話加入権 3,145 3,145

借地権 ※2 5,821 ※2 5,821

ソフトウエア 324 403

無形固定資産合計 9,291 9,370

投資その他の資産

投資有価証券 76,623 81,406

関係会社株式 8,000 8,000

出資金 37,059 37,059

従業員に対する長期貸付金 860 200

破産更生債権等 4,585 4,490

長期前払費用 1,197 972

差入保証金 912,357 916,802

貸倒引当金 △5,000 △5,000
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投資その他の資産合計 1,035,683 1,043,930

固定資産合計 2,231,449 2,248,292

資産合計 4,804,351 5,142,656
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（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 296,213 367,333

短期借入金 ※2 2,000,000 ※2 2,200,000

1年内返済予定の長期借入金 207,598 232,088

リース債務 13,164 10,217

未払金 56,298 85,659

未払費用 5,659 7,076

未払法人税等 13,874 1,375

未払消費税等 － 4,556

前受金 8,841 8,801

預り金 10,151 2,437

賞与引当金 24,704 22,914

資産除去債務 1,013 1,013

流動負債合計 2,637,520 2,943,472

固定負債

長期借入金 399,975 496,427

リース債務 42,512 32,176

長期預り保証金 4,446 4,446

繰延税金負債 5,098 5,528

退職給付引当金 266,755 254,317

役員退職慰労引当金 21,622 23,834

固定負債合計 740,408 816,729

負債合計 3,377,929 3,760,201
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（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 819,150 819,150

利益剰余金

利益準備金 109,317 109,317

その他利益剰余金

別途積立金 70,000 70,000

繰越利益剰余金 419,329 374,904

利益剰余金合計 598,646 554,221

自己株式 △600 △900

株主資本合計 1,417,196 1,372,471

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,226 9,983

評価・換算差額等合計 9,226 9,983

純資産合計 1,426,422 1,382,455

負債純資産合計 4,804,351 5,142,656
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②【損益計算書】

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成24年 4月 1日

　　至　平成25年 3月31日）

当事業年度

（自　平成25年 4月 1日

　　至　平成26年 3月31日）

売上高 ※1 15,343,370 ※1 16,602,101

売上原価

商品期首たな卸高 468,767 893,116

当期商品仕入高 ※1 14,746,572 ※1 15,901,646

合計 15,215,340 16,794,763

商品期末たな卸高 ※2 893,116 ※2 1,058,741

売上原価合計 14,322,223 15,736,021

売上総利益 1,021,147 866,079

販売費及び一般管理費

役員報酬 25,830 33,120

役員退職慰労引当金繰入額 3,744 2,212

給料及び手当 200,615 185,780

賞与 19,650 18,383

賞与引当金繰入額 17,756 15,390

退職給付費用 13,532 13,891

法定福利費 44,986 42,487

福利厚生費 2,878 2,299

運搬費 308,528 369,992

保管費 22,956 30,665

広告宣伝費 5,941 6,251

減価償却費 6,632 6,739

旅費及び交通費 21,204 19,843

賃借料 16,519 13,523

その他 132,532 152,412

販売費及び一般管理費合計 843,308 912,993

営業利益又は営業損失（△） 177,838 △46,913

営業外収益

受取利息 4,468 4,759

受取配当金 1,312 1,074

業務受託料 4,066 3,753

受取賃貸料 ※1 5,752 ※1 4,733

協賛金収入 ※1 4,774 ※1 10,679

貸倒引当金戻入額 － 9,460

その他 8,837 11,204

営業外収益合計 29,211 45,665
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（単位：千円）

前事業年度

（自　平成24年 4月 1日

　　至　平成25年 3月31日）

当事業年度

（自　平成25年 4月 1日

　　至　平成26年 3月31日）

営業外費用

支払利息 43,609 36,581

その他 5,755 4,820

営業外費用合計 49,364 41,401

経常利益又は経常損失（△） 157,686 △42,650

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 157,686 △42,650

法人税、住民税及び事業税 11,897 1,774

当期純利益又は当期純損失（△） 145,789 △44,424
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　③【株主資本等変動計算書】
前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有価

証券評価差

額金

評価・換

算差額等

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 819,150 109,317 70,000 273,540 452,857 △200 1,271,807 7,294 7,294 1,279,102

当事業年度中の変動

額

当期純利益 145,789 145,789 145,789 145,789

自己株式の取得 △72,950 △72,950 △72,950

自己株式の処分 72,550 72,550 72,550

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額(純額)

1,931 1,931 1,931

事業年度中の変動額

合計
－ － － 145,789 145,789 △400 145,389 1,931 1,931 147,320

当期末残高 819,150 109,317 70,000 419,329 598,646 △600 1,417,196 9,226 9,226 1,426,422

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有価

証券評価差

額金

評価・換

算差額等

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 819,150 109,317 70,000 419,329 598,646 △600 1,417,196 9,226 9,226 1,426,422

当事業年度中の変動

額

当期純損失（△） △44,424 △44,424 △44,424 △44,424

自己株式の取得 △300 △300 △300

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額(純額)

757 757 757

事業年度中の変動額

合計
－ － － △44,424 △44,424 △300 △44,724 757 757 △43,967

当期末残高 819,150 109,317 70,000 374,904 554,221 △900 1,372,471 9,983 9,983 1,382,455
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④【キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成24年 4月 1日

　　至　平成25年 3月31日）

当事業年度

（自　平成25年 4月 1日

　　至　平成26年 3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 157,686 △42,650

減価償却費 50,409 49,372

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,158 △12,438

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △19,000

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,744 2,212

受取利息及び受取配当金 △5,780 △5,834

支払利息 43,609 36,581

売上債権の増減額（△は増加） 252,352 △197,112

たな卸資産の増減額（△は増加） △424,349 △165,624

その他の流動資産の増減額（△は増加） △118,397 46,771

仕入債務の増減額（△は減少） △133,710 71,119

その他の流動負債の増減額（△は減少） △25,329 23,495

その他 △702 △23

小計 △209,625 △213,130

利息及び配当金の受取額 5,434 4,576

利息の支払額 △42,945 △37,487

法人税等の支払額 △692 △11,897

営業活動によるキャッシュ・フロー △247,828 △257,939

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1 △1

有形固定資産の取得による支出 △31,139 △57,366

有形固定資産の売却による収入 1,000 47

無形固定資産の取得による支出 － △400

投資有価証券の取得による支出 △3,433 △3,594

長期貸付けによる支出 △600 －

長期貸付金の回収による収入 900 660

差入保証金の差入による支出 △9,098 △4,445

投資活動によるキャッシュ・フロー △42,374 △65,100

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 200,000

長期借入れによる収入 200,000 350,000

長期借入金の返済による支出 △184,010 △229,058

自己株式の取得による支出 △71,750 －

自己株式の処分による収入 72,550 －

リース債務の返済による支出 △12,865 △13,283

財務活動によるキャッシュ・フロー 103,924 307,658

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △186,278 △15,381

現金及び現金同等物の期首残高 786,078 599,800

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 599,800 ※ 584,419
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　該当事項はありません。

（重要な会計方針）

1.有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資産直入法、売却原価は移動平均法により

算定）

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　個別法

　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

3.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　　建物（建物附属設備は除く）

　ａ平成10年3月31日以前に取得したもの

　　旧定率法によっております。

　ｂ平成10年4月1日から平成19年3月31日までに取得したもの

　　旧定額法によっております。

　ｃ平成19年4月1日以降に取得したもの

　　定額法によっております。

　　建物以外

　ａ平成19年3月31日以前に取得したもの

　　旧定率法によっております。

　ｂ平成19年4月1日以降に取得したもの

　　定率法によっております。

　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定と同一の基準によっております。

　　また、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5

年間で均等償却する方法によっております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法によっております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

(3)リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　平成20年3月31日以前に契約をした、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4)長期前払費用

　　均等償却によっております。

　　なお、償却期間については、法人税法の規定と同一の基準によっております。

4.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(3)退職給付引当金
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　　従業員（執行役員を含む）の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。

　　なお、退職給付引当金の対象従業員が300名未満であるため、簡便法によっており、退職給付債務の金額

は、当期末自己都合要支給額としております。

(4)役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

5.キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可能な現金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。

6.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方

消費税は当事業年度の費用として処理しております。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

（未適用の会計基準等）

　該当事項はありません。

（表示方法の変更）　

　該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（追加情報）

　該当事項はありません。

　（貸借対照表関係）

当事業年度（平成25年3月31日） 当事業年度（平成26年3月31日）

※1たな卸資産の内訳

　　商品及び製品　　　　　　　　 688,744千円

　　原材料及び貯蔵品　　　　　　 204,372

※2（担保資産及び担保付債務）

　　　担保に供している資産は次のとおりでありま

す。

　　　建　物　　　　　　　　　　 184,150千円

　　　土　地　　　　　　　　　　 869,377

　　　借地権　　　　　　　　　　　 5,821

　　　　計　　　　　　　　　　 1,059,349

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　　　短期借入金　　　　　　　 1,000,000千円

※1たな卸資産の内訳

　　商品及び製品　　　　　　　　 844,439千円

　　原材料及び貯蔵品　　　　　　 214,302

※2（担保資産及び担保付債務）

　　　担保に供している資産は次のとおりでありま

す。

　　　建　物　　　　　　　　　　 172,824千円

　　　土　地　　　　　　　　　　 869,377

　　　借地権　　　　　　　　　　　 5,821

　　　　計　　　　　　　　　　 1,048,023

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　　　短期借入金　　　　　　　 1,300,000千円
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　（損益計算書関係）

前事業年度

　　　　　　　（自　平成24年4月1日

　　　　　　　　至　平成25年3月31日）

当事業年度

　　　　　　　（自　平成25年4月1日

　　　　　　　　至　平成26年3月31日）

※1　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。

　　売上高　　　　　　　　　  4,796,336千円

　　仕入高　　　　　　　　　　 4,030,442

　　受取賃貸料　　　　　　　　　　 5,410

　　協賛金収入　　　　　　　　　　 1,051

※2　期末商品たな卸高は収益性の低下による簿価切

下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上

原価に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　  10,112千円

※1　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。

　　売上高　　　　　　　　　　7,587,671千円

　　仕入高　　　　　　　　　　6,229,321

　　受取賃貸料　　　　　　　　　　4,390

　　協賛金収入　　　　　　　　　 10,439

※2　期末商品たな卸高は収益性の低下による簿価切

下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上

原価に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　100,167千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 16,383 － － 16,383

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 4 1,459 1,451 12

（変動事由の概要）

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち、24株は売上債権の株式による代物弁済による増加、1,435株は平

成24年6月22日の株主総会決議に基づく買取りによる増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、第三者割当によるものであります。

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 16,383 － － 16,383

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 12 6 － 18

（変動事由の概要）

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加のうち、6株は株式による代物弁済による増加であります。
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３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度

　　　　　　　（自　平成24年4月1日

　　　　　　　　至　平成25年3月31日）

当事業年度

　　　　　　　（自　平成25年4月1日

　　　　　　　　至　平成26年3月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成25年3月31日現在)

　　現金及び預金勘定　　　　　  608,857千円

　　預入期間が３か月を

　　超える定期預金　　　　　　　 △9,057

　　現金及び現金同等物　　　　　 599,800

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成26年3月31日現在)

　　現金及び預金勘定　　　　　  593,478千円

　　預入期間が３か月を

　　超える定期預金　　　　　　　 △9,059

　　現金及び現金同等物　　　　　 584,419

　（リース取引関係）

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置 260,764 213,122 47,641

合計 260,764 213,122 47,641

（単位：千円）

当事業年度

（平成26年3月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置 260,764 240,422 20,341

合計 260,764 240,422 20,341

②未経過リース料期末残高相当額

（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

１年以内 31,245 20,083

１年超 24,337 4,254

合計 55,583 24,337

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成24年4月1日

　至　平成25年3月31日）

当事業年度

　　（自　平成25年4月1日

　　　至　平成26年3月31日）

支払リース料 34,711 32,913

減価償却費相当額 28,799 27,299

支払利息相当額 3,036 1,668
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④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２．ファイナンス・リース取引（借手側）

(1)リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　泉佐野工場におけるフォークリフト（車輌運搬具）、コンプレッサー（機械装置）及び選別機（機械

装置）であります。

(2)リース資産の減価償却の方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

３．オペレーティング・リース取引（借手側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

１年以内 － 2,988

１年超 － 11,454

合計 － 14,442

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

　(1)金融商品に対する取組方針

　　当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については銀行借入によ

る方針です。なお、デリバティブ取引は、原則として行わない方針であります。

　(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　営業債権である売掛金は、ほとんどが1年以内の決済期日であります。売掛金は、顧客の信用リスクに晒

されています。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ています。

　　営業債務である買掛金は、ほとんどが1年以内の支払期日であります。買掛金は、流動性リスク（支払期

日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されています。借入金は、短期借入金及び長期借入金とも

に、主として営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されてい

ますが、当該リスクに関しては、当社では、デリバティブ取引等でのリスクヘッジは行っておりません。

　(3)金融商品に係るリスク管理

　　①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　　当社は、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、特定の取引先の信

用状況を半期ごとに把握する体制を取っています。

　　②市場リスク（株価等の変動リスク）の管理

　　　当社は、投資有価証券については、有価証券取扱規程に基づき、時価の状況を定期的に役員等へ報告

するとともに、定期的に決算書等により発行体の財務状況を確認しております。

　　③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　　当社は、月毎に資金繰計画表を作成し、実績との差異内容を確認し流動性リスクを管理しています。

　(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を参照ください。）。

（単位：千円）

前事業年度

（平成25年3月31日）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金

(2)売掛金

(3)投資有価証券

　その他有価証券

608,857

925,265

53,711

608,857

925,265

53,711

－

－

－

資産計 1,587,834 1,587,834 －

(1)買掛金

(2)短期借入金

(3)長期借入金(1年内返済予定分を含む。)

296,213

2,000,000

607,573

296,213

2,000,000

607,037

－

－

△536

負債計 2,903,786 2,903,250 △536

（単位：千円）

当事業年度

（平成26年3月31日）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金

(2)売掛金

(3)投資有価証券

　その他有価証券

593,478

1,122,223

58,493

593,478

1,122,223

58,493

－

－

－

資産計 1,774,195 1,774,195 －

(1)買掛金

(2)短期借入金

(3)長期借入金(1年内返済予定分を含む。)

367,333

2,200,000

728,515

367,333

2,200,000

731,904

－

－

3,389

負債計 3,295,848 3,299,237 3,389

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、並びに(2)売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)投資有価証券

　　時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1)買掛金、並びに(2)短期借入金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 長期借入金 (1年内返済予定分を含む。)

　　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行

後、大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に

よっております。長期借入金のうち固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を同様の新規

借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

（単位：千円）

区分 平成25年3月31日 平成26年3月31日

非上場株式

差入保証金

22,912

912,357

22,912

916,802

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、非上場株式については、「(3)投資有価証券　その他有価証券」には

含めておらず、差入保証金については時価開示の対象としておりません。

(注3)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 608,857 － － －

売掛金 925,265 － － －

合計 1,534,123 － － －

破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載しておりません。

当事業年度（平成26年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 593,478 － － －

売掛金 1,122,223 － － －

合計 1,715,701 － － －

破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載しておりません。

(注4)長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成25年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

長期借入金 207,598 159,368 123,068 50,528 33,599 33,412

合計 207,598 159,368 123,068 50,528 33,599 33,412

当事業年度（平成26年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

長期借入金 232,088 195,788 123,248 106,319 60,252 10,820

合計 232,088 195,788 123,248 106,319 60,252 10,820
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

貸借対照表

計上額

(千円)

取得原価

(千円)

差額

(千円)

貸借対照表

計上額

(千円)

取得原価

(千円)

差額

(千円)

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

　(1)株式

　(2)債券

　(3)その他

46,307

－

－

30,921

－

－

15,385

－

－

46,459

－

－

28,648

－

－

17,810

－

－

小計 46,307 30,921 15,385 46,459 28,648 17,810

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

　(1)株式

　(2)債券

　(3)その他

7,403

－

－

8,464

－

－

△1,061

－

－

12,033

－

－

14,332

－

－

△2,298

－

－

小計 7,403 8,464 △1,061 12,033 14,332 △2,298

合計 53,711 39,386 14,324 58,493 42,981 15,511

２．時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

区分

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(1)関連会社株式

(2)その他有価証券

　　非上場株式

8,000

22,912

8,000

22,912

合計 30,912 30,912

（デリバティブ取引関係）

　１．取引の状況に関する事項

　　　当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

　前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、従業員退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。また、従業員の

退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職

給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２.確定給付制度

　（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　退職給付引当金の期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　275,914千円

　　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,067

　　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △27,226

　　　　退職給付引当金の期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　266,755
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　（2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の

調整表

　　　　非積立型制度の退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　266,755千円

　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　266,755

　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　266,755

　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　266,755

　（3）退職給付費用

　　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,067千円

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、従業員退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。また、従業員の

退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職

給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２.確定給付制度

　（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　退職給付引当金の期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　266,755千円

　　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,527

　　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △29,965

　　　　退職給付引当金の期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　254,317

　（2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の

調整表

　　　　非積立型制度の退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　254,317千円

　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　254,317

　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　254,317

　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　254,317

　（3）退職給付費用

　　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,527千円

（ストック・オプション等関係）

　　　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　29,374千円

　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　 2,583

　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　  94,938

　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　 7,695

　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　10,796

　未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　 1,639

　減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　35,303

　棚卸資産　　　　　　　　　　　　　　　　 4,738

　投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　 1,778

　電話加入権　　　　　　　　　　　　　　　 2,442

　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　  70,258

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,047

　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　 262,596

　　評価性引当額　　　　　　　　　　　 △262,596

　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　－

（繰延税金負債）

　その他有価証券評価差額金　　　　　　　 △5,098千円

　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　 △5,098　　

　　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　 △5,098

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　 38.0％　

　（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　1.8％　

　評価性引当額の減少　　　　　　　　　　　 △32.8％

　住民税均等割　　　　　　　　　　　　　　 　 0.5％

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 0.1％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　7.5％

　

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　19,336千円

　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　 2,400

　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　  90,638

　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　 8,494

　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　 9,420

　未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　 1,331

　減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　35,283

　棚卸資産　　　　　　　　　　　　　　　　36,045

　投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　 1,781

　電話加入権　　　　　　　　　　　　　　　 2,445

　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　  63,631

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,006

　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　 271,816

　　評価性引当額　　　　　　　　　　　 △271,816

　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　－

（繰延税金負債）

　その他有価証券評価差額金　　　　　　　 △5,528千円

　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　 △5,528　　

　　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　 △5,528

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額の影響

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第

10号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4月1日以

後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されない

ことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年4月

1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては従来の38.0％から35.6％になります。なお、この

税率変更による影響はありません。　
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　（企業結合等関係）

　　該当事項はありません。

　（資産除去債務関係）

　　金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　（賃貸等不動産関係）

　　　当社は、大阪府において、賃貸等不動産（土地を含む。）を有しております。 なお、一部について

は、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

　　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額、

期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成24年4月1日

　至　平成25年3月31日）

当事業年度

（自　平成25年4月1日

　至　平成26年3月31日）

賃貸等不動産
貸借対照表計上額

期首残高 6,714 6,714

期中増減額 － －

期末残高 6,714 6,714

期末時価 8,218 8,218

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産

貸借対照表計上額

期首残高 84,257 83,599

期中増減額 △657 △628

期末残高 83,599 82,971

期末時価 67,724 66,101

(注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

　　２．期中増減額のうち、前事業年度の減少額は、減価償却費657千円であります。

　　　　当事業年度の減少額は、減価償却費628千円であります。

　　３．国内の不動産の期末時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて

調整を行ったものを含む。）であります。

　　また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおり

であります。

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成24年4月1日

　至　平成25年3月31日）

当事業年度

（自　平成25年4月1日

　至　平成26年3月31日）

賃貸等不動産

賃貸収益 － －

賃貸費用 － －

差額 － －

その他（売却損益等） － －

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産

賃貸収益 3,390 3,390

賃貸費用 374 364

差額 3,015 3,025

その他（売却損益等） － －

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、米穀事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　米穀商品の外部顧客への販売が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　（１）売上高

　　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略しております。

　（２）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するゼグメント名

伊藤忠食糧株式会社 4,796,336 －

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　米穀商品の外部顧客への販売が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　（１）売上高

　　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略しております。

　（２）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するゼグメント名

伊藤忠食糧株式会社 7,587,671 －

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はありません

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　該当事項はありません

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません

（持分法損益等）

１．関連会社に関する事項

　　当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び剰余金基準からみて重要性に乏しい関連会社であ

るため、記載を省略しております。

２．開示対象特別目的会社に関する事項

　　当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

１　関連当事者との取引

　財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(1)財務諸表提出会社の主要株主

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

主要

株主

伊藤忠食糧

㈱

東 京 都

港区
400,000

食 品 原

料 等 の

販売

(被所有)

直接27.95

原料の仕入及び

製品の販売

原料の購入

（注1）
4,028,573買掛金 96,119

製品の販売

（注2）
4,796,336売掛金 62,136

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注）１．原料の購入については、市場の実勢価格等を勘案して発注先、価格等を決定しております。

　　　　　２．製品の販売については、市場の実勢価格等を参考に、交渉の上で価格その他の取引条件を決定しておりま

す。

(2)財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

役員 市丸勝一 ― ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接　－

当社代表取締役

債務被保証

銀行借入等に

対する連帯被

保証（注）

302,035 ― ―

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注）銀行借入に対して、社団法人米穀安定供給確保支援機構、大阪府中小企業信用保証協会及び大阪市信用保証協

会に債務保証を委託しており、当該債務保証委託契約については、当社代表取締役社長市丸勝一より連帯保証

を受けております。社団法人米穀安定供給確保支援機構の取引金額については保証極度額1,100,000千円より

平成25年3月末の同機構に対する保証金残高905,287千円を差し引いた194,712千円、大阪府中小企業信用保証

協会及び大阪市信用保証協会の取引金額については期末残高107,323千円の合計額を記載しております。

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

１　関連当事者との取引

　財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　(1)財務諸表提出会社の主要株主

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

その他の関

係会社並び

に当該その

他の関係会

社の親会社

及び子会社

伊藤忠食

糧㈱

東 京 都

港区
400,000

食 品 原

料 等 の

販売

(被所有)

直接49.00

原料の仕入及び

製品の販売

原料の購入

（注1）
6,227,750買掛金 175,578

製品の販売

（注2）
7,587,671売掛金 116,821
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上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注）１．原料の購入については、市場の実勢価格等を勘案して発注先、価格等を決定しております。

　　　　　２．製品の販売については、市場の実勢価格等を参考に、交渉の上で価格その他の取引条件を決定しておりま

す。

(2)財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

役員 市丸勝一 ― ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接　－

当社代表取締役

債務被保証

銀行借入等

に対する連

帯被保証

（注）

178,162 ― ―

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注）銀行借入に対して、公益社団法人米穀安定供給確保支援機構、大阪府中小企業信用保証協会及び大阪市信用保

証協会に債務保証を委託しており、当該債務保証委託契約については、当社代表取締役社長市丸勝一より連帯

保証を受けております。公益社団法人米穀安定供給確保支援機構の取引金額については保証極度額1,000,000

千円より平成26年3月末の同機構に対する保証金残高909,732千円を差し引いた90,267千円、大阪府中小企業信

用保証協会及び大阪市信用保証協会の取引金額については期末残高87,895千円の合計額を記載しております。

（1株当たり情報）

前事業年度

　　　　　　（自　平成24年4月1日

　　　　　　　至　平成25年3月31日）

当事業年度

　　　　　　（自　平成25年4月1日

　　　　　　　至　平成26年3月31日）

１株当たり純資産額　　　　　　　87,131円07銭

１株当たり当期純利益金額　　　　 9,060円20銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり純資産額　　　　　　　84,476円35銭

１株当たり当期純損失金額　　　 △2,714円10銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失金額であり、潜在株

式がないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、下記のとおりであります。

　項　目

前事業年度

（自　平成24年4月1日

至　平成25年3月31日）

当事業年度

（自　平成25年4月1日

至　平成26年3月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円）
145,789 △44,424

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株主に係る当期純利益金額又は当期純

損失金額（△）（千円）
145,789 △44,424

期中平均株式数（株） 16,091 16,368

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

　【有価証券明細表】

　　【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価

証券

その他有

価証券

イオン㈱ 11,870 13,804

イズミヤ㈱ 35,198 18,232

㈱ライフコーポレーション 7,134 11,201

関西国際空港土地保有㈱ 340 11,912

コメックス㈱ 100 5,000

日本コメ市場㈱ 10 1,000

奈良第一食糧㈱ 5,000 5,000

㈱オークワ 6,741 6,201

コーナン商事㈱ 4,406 4,605

T&Dホールディングス㈱ 1,000 1,227

尾家産業㈱ 1,000 836

スギホールディングス㈱ 520 2,384

計 73,321 81,406

　【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（千円）

当期末残高

（千円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

（千円）

当期償却額

（千円）

差引当期末残

高

（千円）

有形固定資産

　建物

　構築物

　機械装置

　工具器具備品

　土地

　リース資産

818,205

47,373

1,161,698

60,951

869,377

80,010

448

－

56,081

837

－

－

　－

－

600

－

－

－

818,653

47,373

1,217,180

61,788

869,377

80,010

645,829

45,139

1,108,103

58,944

－

41,374　

11,774

176

23,546

1,370

－

11,958

172,824

2,233

109,076

2,843

869,377

38,635

有形固定資産計 3,037,615 57,366 600 3,094,382 1,899,390 48,826 1,194,992

無形固定資産

　電話加入権

　借地権

　ソフトウェア

3,145

5,821

5,403

－

－

400

－

－

－

3,145

5,821

5,803

－

－

5,399

－

－

320

3,145

5,821

403

無形固定資産計 14,370 400 － 14,770 5,399 320 9,370

長期前払費用 22,612 － 21,036 1,576 603 225 972

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　　機械装置　　　　　玄米タンクの取得によるもの　　　　　32,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　製品ラインの取得によるもの　 　　　 23,350千円
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　　　２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　　機械装置　　　　　小型精米機売却によるもの　　　　　　 　600千円

【社債明細表】

　　　該当事項はありません。

　【借入金等明細表】

区分
当期首残高

（千円）

当期末残高

（千円）

平均利率

（％）
返済期限

短期借入金 2,000,000 2,200,000 1.08 －

1年以内に返済予定の長期借入金 207,598 232,088 1.48 －

1年以内に返済予定のリース債務 13,164 10,217 3.37 －

長期借入金(1年以内に返済予定の

ものを除く)
399,975 496,427 1.48 H27.4.10～H32.9.30

リース債務(1年以内に返済予定の

ものを除く)
42,512 32,176 3.37 H27.4.10～H29.9.30

その他有利子負債 － － － －

合計 2,663,250 2,970,909 － －

(注)１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　２．長期借入金及びリース債務（1年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後5年間の返済予定額の総額

区分 1年超2年以内(千円) 2年超3年以内(千円) 3年超4年以内(千円) 4年超5年以内(千円)

長期借入金 195,788 123,248 106,319 60,252

リース債務 10,128 8,198 13,849 －

　【引当金明細表】

区分
当期首残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(目的使用)

(千円)

当期減少額

(その他)

(千円)

当期末残高

(千円)

貸倒引当金 96,000 3,000 9,539 12,460 77,000

賞与引当金 24,704 22,914 24,704 － 22,914

役員退職慰労引当金 21,622 2,212 － － 23,834

（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替によるものであります。

　【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が当事業年度期首及び当事業年度末における負債及び純

資産の合計額の100分の1以下であるため、記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　①現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,533

預金

　当座預金

　普通預金

　定期預金

378,756

204,129

9,059

計 591,945

合計 593,478

　②売掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱プレナス 181,041

伊藤忠食糧㈱ 116,821

㈱ライフコーポレーション 113,379

財団法人大阪府学校給食会 83,375

㈱デリカアイフーズ 26,089

その他 601,516

合計 1,122,223

　　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高

(千円)

(A)

当期発生高

(千円)

(B)

当期回収高

(千円)

(C)

当期末残高

(千円)

(D)

回収率(％)
滞留期間(日)

(A)+(D)

(C)
×100

2

(A)+(B) (B)

365

925,265 17,432,206 17,235,249 1,122,223 93.9 21.5

(注)消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。

　③たな卸資産

品目 金額（千円）

玄米 775,946

原料米 167,516

精米品 68,492

容器 46,785

合計 1,058,741
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　④差入保証金

相手先 金額（千円）

公益社団法人米穀安定供給確保支援機構 909,732

全国農業協同組合連合会 5,000

福井敏子 1,000

日本コメ市場㈱ 500

食糧保管協会 300

その他 270

合計 916,802

　⑤買掛金

相手先 金額（千円）

伊藤忠食糧㈱ 175,578

全国農業協同組合連合会 144,533

㈱メイワパックス 6,911

㈱ヒオキ食品 5,801

㈱マルタカ 4,261

その他 30,246

合計 367,333

（３）【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 4月1日から3月31日

定時株主総会 毎事業年度終了後3ケ月以内

基準日 3月31日

株券の種類 1株券、10株券

剰余金の配当の基準日
9月30日

3月31日

1単元の株式数 1株

株式の名義書換え

　取扱場所

　株主名簿管理人

　取次所

　名義書換手数料

　新券交付手数料

本会社の本店総務部において取り扱う

設置しない

設置しない

無料

1株につき300円

単元未満株式の買取り

　取扱場所

　株主名簿管理人

　取次所

　買取手数料

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし

株式譲渡の制限 本会社の株式を譲渡により取得するには、定款第9条により、取締役会の承認を要する。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社には親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１)有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第13期）

自　平成24年４月　１日

至　平成25年３月３１日

平成25年６月26日

近畿財務局長に提出。

(２)半期報告書 （第14期中） 自　平成25年４月　１日

至　平成25年９月３０日

平成25年12月24日

近畿財務局長に提出。

(３)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第

9号の4（監査公認会計士等の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

平成26年６月26日

近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成26年6月25日

株式会社大阪第一食糧

　取締役会　御中

田中　裕公認会計士事務所

公認会計士 田中　裕　　　印

田中伸治公認会計士事務所

公認会計士 田中　伸治　　印

松岡宏治公認会計士事務所

公認会計士 松岡　宏治　　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社大阪第一食糧の平成25年4月1日から平成26年3月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私

たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務

諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施

することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私たち

の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監

査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大阪

第一食糧の平成26年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管している。

　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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